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高橋洋文
Globalization's Impact on Information Policy and Regulation 
Hirofumi Takahashi 
Abstract 
Electronic business has begun to prevail in the world economic community. 
Electronic commerce offers a unique opportunity for economic growth, to improve 
the world industry's competitiveness and to stimulate investment in innovation and 
the creation of new jobs. But such benefits wil not be realized unless the many 
legal obstacles which remain to the info-communication services provision are 
eliminated. 
This paper addresses the impact of globalization as well as digitization on the 
international policy and regulation, and also explains the evolutionary change of 
the Japanese notion from "Internationalization" to "Globalization" with the un-
derstanding of a "Global Standard". 
In tackling info-communication related policies and regulations change, the 
U.S.A and EU are going ahead of]apan. 
In international discussions on the legal aspects of electronic commerce, the 
efforts of the EU, OECD and WIPO are worthwhile for policy making model. For 
instance, the OECD accomplished its E-commerce Guidelines For Consumers, cov-
ering subjects such as fair businesses, advertising and marketing practices, on-line 
disclosures about a business, goods services on offer, contract terms and 
conditions, security of payments, privacy protection and dispute resolution and re-
dress. WIPO annonced the WIPO Digital Agenda including the adjustment of in-
ternational legislative framework to facilitate e-commerce, Domain Name System 
issues, intellectual property liability and other issues. We have made great 
progress and obtained a deeper understanding of the Internet and Electronic 
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Commerce. Even so, it is still unclear what their greatest impact will tum out to be. 
It may take a generation to see the Internet and Electronic Commerce reshape so-
ciety and human behavior. 
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1. はじめに
世紀の変り目2000年の1月は，世界の情報通信産業のビッグ・イベントで明けた．
第ー は， 2大グローバル・キャリアー，エイ・ティー・アンド・ティー(AT&T)とプリティッ
シュ・テレコム(BT)の国際通信合弁事業コンサート (Concert)のサービス開始，第二は，巨大
携帯電話事業者ポーダフォン(VodafoneAir Touch:VOD)のマンネスマン(Mannesmann)に対す
る史上最大の敵対的買収(TakeOver Bid)，第三は，世界一のインターネット・サービス・プ
ロバイダー(ISP)AOLのメディア最大手タイムワーナー(TimeWarner: 1WX)買収である．
AT&T-BT国際通信合弁は，テレコム・イタリア(Teltal)を買収し損なった米国AT&Tと許嫁
MCIを奪われた英国BTの，傷ついた者同士が提携して一年半，年商70億ドルのベンチャーだ
し が，グローバル企業270社の国際企業情報ネットワーク運営から始めて，世界で5~6社しか残ら
ないとされるグローバル・キャリアーヘのAT&T-BT生き残りの核と目される．
英国VODのドイツMannesmannTOBは2月3日に友好的株式交換による買収に変わり，株価
総額1,800億ユーロ，加入数4,000万を超える世界一のモバイル・キャリアーが誕生し，通信参
入で成功したがTOB戦に敗れた大鉄鋼メーカーMannesmannは4月17日に非通信事業をシーメ
ンス(Siemens)とポッシュ(Bosch)に売却して100年の歴史を閉じた．
AOLと1WXはインターネット・ベンチャーとメディア／コンテンツ企業の株式交換対等合
併と発表されたが， 98年売上高48億ドル，従業員数12,100名の比較的小さなAOLが， 98年売上
高268億ドル，従業員数67,500名の巨大メディアTWXを買収したもので，それは1WXの株価総
額835億ドルを遥かに上回るAOLの株価総額1,632億ドルが可能にした．
これらの背景として，情報通信の世界における90年代の三大変化， 0グローバル情報経済化，
〇ネットワーク技術革新，〇ディジタル化に伴うメディア革命が進行している．
グローバル情報経済化とは，第二次世界大戦後GATT体制のなかで製品貿易，直接投資，サ
ービス貿易と逐次ヒト，モノ，カネ，情報の流れが増大してきたのが，冷戦終了後の90年代に
おいて国境を超える経済が巨大化し始め，世界を一つの市場とみて活動する企業が急速に増え
てきた変化を言う．情報通信ネットワークがグローバル経済を支え，グローバル経済が情報通
信ネットワークの発展を促す相互作用の過程で，グローバル情報経済化は進展する．
ネットワーク技術革新はインターネットの変容・普遍化と移動通信との融合を言う．インタ
ーネットは1960年代後半に米国の軍事研究で生まれたが，商用開放(91年）とハイパーテキト
システム (WWW)／グラフィカル・ユーザ・インタフェース (GUI)技術導入(93年）を機に利用
は急増，適用範囲は拡大し， 94年初めからの約1000日間に大化けした．次いで同じく爆発的に
普及する携帯電話や小型情報端末と融合してモバイル イ‘／ター不ットが始まり，今や全ての
情報をパケットにして送るIPネットワークが通信網の未来形と考えられている．
デイジタル化に伴うメディア革命とは，新聞，出版•印刷，放送， AV（音楽・写真・映画・
ビデオなどのオーディオ・ヴィジュアル・メディア）などのマスメディアが，デイジタル技術
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と社会の相互作用過程のなかで変容して行くことを言う． 1970年代から電子新聞，電子出版，
放送多チャンネル化・双方向化などが取り組まれてきたが，伝統的メディアとインターネット
との共存や競争は今始まったところである．
三大変化のほか，上述の巨大M&Aの背景として，経済面では， 90年代における米国の持続
的成長，特に最近の年率4％を超える高成長， 2％以下の物価上昇， 4.1％の低失業率などの成果か
ら，情報通信セクターが生産性向上を主導するという「ニューエコノミー論」が登場し，経営
面では，グローバルな競争激化に伴い①フォーカス＆スピード，②ネット活用新ビジネスモデ
ルの構築，③株主価値（株価総額）の重視というトレンドがあげられる．
もっとも， 2000年4月初頭にIMFがバラ色の世界経済見通しを発表したところ，米国におけ
る株価暴落などで景気にかげりがさし，情報通信企業の株価にも急降下するものがあって4月
末現在は表1の通り小康状態であるものの，今後の予断は許さない情勢である．
表1.世界の情報通信企業Top20の株主価値 (2000年4月末現在） 単位億ドル
2000.4.28現在
うンク 企業名 国籍 株価総額
1.NIT DoCoMo 日 3,419 
2.AOL(AOL+Time Warner) 米 2,425 
3.WorldCom(MCI WorldCom+Sprint) 米 2,314 
4.N廿 日 2,055 
5.Deutsche Telekom 独 2,021 
6.AT&T(AT&T+ Media One) 米 1,950 
7. VodafoneAi汀ouch(VOD+Mann.) 英 1.777 
8.France Telecom 仏 1,628 
9.Bell Atlantic(BA +GTE) 米 1,583 
10.SBC Communications 米 1,470 
11.British Telecommunications 英 1,219 
12.BellSouth 米 916 
13.China Telecom(HK) 中国 905 
14.BCE 加 739 
15.Telecom Italia 伊 719 
16.Qwest(Qwest Int'l+US West) 米 683 
17.Telefonica 西 678 
18.Telstra 豪 572 
19.KPN 蘭 540 
20.Telefonos de Mexico 墨 484 
（出所）99.9.30．はCWI誌No.234(99.11.15)など。 2000.4.28．はYahooFinanceなど。
（注）企業名0は合意されたM&Aを示し、株価総額は単純に合算した。
99.9.30現在
うンク 株価総額
4 1,888.8 
2 2,073.1 
1 2,090.2 
3 1,957.8 
8 1,240.2 
5 1,804.4 
7 1,350.8 
11 899.2 
6 1.799.1 ， 1,004.5 
10 985.0 
12 848.4 
N.A. 
17 319.7 
16 456.7 
15 494.8 
14 512.0 
13 666.8 
N.A. 
18 183.3 
「国際ネットワーク論」は，国際電気通信網，国際企業情報ネットワーク，国際情報メディ
アなどの動向を把握し，社会，経済，技術，情報の4軸で構成される構造のなかに位置付け，
変化の方向，法則性を見い出そうとする努力である．本稿は，変転する国際ネットワーク環境
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の動向と論議について概観のうえ，グローバル化が情報通信に関連する制度・政策に及ぽす影
響について考察したものである．
2.国際ネットワーク論の構図
2. 1 国際ネットワーク構成要素の動向
関西大学総合情報学部平成11年度秋セミスターの講議「国際ネットワーク論」を振り返っ
て， 90年代における各構成要素の変化の要点を記すと以下のとおりである（図1. 国際ネットワ
ーク論の構図参照）．
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図1. 国際ネットワーク論の構図
国際電気通信産業については，①事業概念（両端国の共同事業から国境を越える単一事業
へ），②市場形態（通信区間ごとの市場から多国間メッシュ市場へ），③料金決済方式（統ール
ールから自由契約へ）などの基本が転換された．
国際電気通信体制については．国連専門機関ITU(International Telecommunication 
Union:国際電気通信連合）の改革が行われ，新国際機関WTO(World Trade Organization：世界
貿易機構）のサービス貿易自由化の枠組みによる通信規制の緩和が推進されつつある．
国際的に展開する企業情報ネソトワークは商取引の電子化を目指して， IPネットワーキング
(IPプロトコルによる統合性）とウェプコンピューティング(World-WideWebを基礎とする情報
流通）を軸に，ネットワーク技術と業務の革新が推進されつつある．
国際情報メディアは国境を越えるテレビ，放送番組越境流通，メディア企業の戦略的提携な
ど，いずれもグローバル化，デイジタル化，自由化の流れにそって活発化している．
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国際ネットワークの情報通信基盤については，世界レベルではGIi(Global Information 
Infrastructure：世界情報通信基盤）構想が合意され，地域レベルではAPII(Asia-Pacific 
Information Infrastructure；アジア太平洋情報通信基盤）構想が合意された．米国提案の5原則に
欧州追加の3原則が加わったGIi構想と，アジア太平洋圏の経済的・政治的・文化的多様性を反
映したAPII構想とを比べると，多数の共通事項に細かな表現の差異が見られるうえ， GIiの
「市民に対する機会均等の推進」とAPIIの「各国・地域の基盤格差の解消」の対比が目立つ（図
2. GIiとAPIIの比較参照）．前者ば情報リテラシーに踏み込んで情報を持つ者と持たざる者の
格差是正を求め，後者は電話やインターネットの普及率などネットワーク・インフラの格差解
消を目標にするという違いである．前者はメデイアと人間の関係性の視点から文化面も含む長
期的課題であり，後者はWTOの枠組みで電気通信市場の開放と民間設備投資の受け入れを開
発途上国に求めて市場力による格差解消を待つアプローチである．
G 7 I基本8原則 I 
゜GIi●ダイナミックな競争の促進●民問投資の奨励
●選切な規制の枠組みの定臨
●ネットワークヘのオーブンアクセス提供
●ユニバーサルサービスとアクセスの確保
△市民に対する機会均等の推進
●文化と言語の多様性などコンテンツの多様性の促進
●発展途上国に配慮した国際協力の必匿性の認識
| 6政策課題 I
●相互接続性及び相互運用性の促進
●ブライバシー及びデータセキュリティーの確保
●知的財産権の保護
△研究闘発及び新しいアブリケーション闘発に関する協力
△情報社会の社会的影響のモニタリング
（注） ー一上は欧州が加えた原則
（●共逼事項△相違事項）
APEC |共通政策理念10原則 I 
0 
APII △現実性に基づいた情報通信基盤構築の推進
— ●競争環燒の促進
＼疇・ビジネス部門の投資・参加の促進
●柔軟な政策と規制の枠組みの創殴
APECの国・地域の協力の強化
△各国・地域間の基盤格蓋の解消
公衆電気通信網へのオーブンアクセスの確保
公衆電気通偏サービスの習遍的利用の確保
情報通信の内容の多織性促進
知的所有権、プライバシー及びデータ安全性の確保
1共同行動・対話 1
自由化・円滑化
国際VANがイドうインに逼合(9糾E、中国等は2020年）
搬器認証がイド引ンに週合（中国等は202~和良で）
機器認証の行政手続きの調和
相互承認協定行．1,Q)作成(97年末まで）
経済・技術協力
定11報皆出版／電子取引促進／国際機闘等協力増進
APII試験設備相互接続実験計i!／人材養成
図2.GIiとAPIIの比較
2.2 グローバル・スタンダードの概念
国際ネットワーク構成要素を取り巻く90年代の国際関係では，世界のリーダーを目指す米国
の覚醒とEU創設にかける欧1-1の挑戦が併行し，その他地域の諸国も一斉に市場経済化に走り
出した．世界の経済・経営は大競争（メガ・コンペティション）時代を迎え，金融市場の世界的
な連結化が始まった．世界的に市場経済原理が信奉され，金融リスクの管理も市場に委ねると
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なれば，世界の金融取引に共通の基準や基盤が必要になる．そこで国際決済銀行(BIS)自己資
本比率規制で代表されるアングロサクソン流取引ルールが導入された．世界的な信用供与，自
己規律に基づく金融制度を構築するのに，先行する英国や米国の枠組みが採用された．こうし
て今の世界は，金融と情報の新秩序の形成により再生した米国という唯一のスーパーパワーと，
EUやAPECなど幾つかの地域パワーとから成る「一極～多極システム」になっている．
日本では， 92年に危険資産比率を8％以上とするBIS第1次規制が導入された後， 97年度末に
金利・為替•株価の価格変動に伴うマーケットリスクを加える第2次規制が実施された．さら
に金融ビッグバン(98年4月実施）が意図に反した結果となった後も，締めくくりに国際会計基
準が導入されつつある．いわゆる会計ビッグバンは税効果会計(99年3月）・連結会計(2000年3
月）・時価会計・年金会計(2001年3月）の改革であり，今や日本的経営，経済・社会・政治など
全てにわたり「グローバル・スタンダード」に基づく見直しが課題とされる．
以前の日本には「グローバル化」の前に「国際化」というキーワードがあった．周知の通り
英語「internationalization」の本来の意味は「国際管理下におくこと」であるが，日本での国
際化は，明治開国以来の西洋に対するキャッチアップ段階で，「欧米なみになること」「国際的
に通用するようになること」を意味し，第二次大戦後には「海外活動を拡大すること」という
語意が加わったものであった．それが大阪万博(1970年）の頃からか，経済大国意識が芽生えた
段階で「ヒト，モノ，カネ，情報および全体としての文化などの国境を越える往来の増大」
「国際交流の拡大と双方向化」といった価値中立的な定義に変わった．
そして今，経済力再生のためには，アングロサクソン型金融取引・企業統治ルールを中心と
する「グローバル・スタンダード」に従うしかないとの議論であり，逆に日本型システムを変
えるな，日本的制度の部分修正で良いとの意見も多い．なかには，欧米人が経営や経済問題に
ついて書いた論文・記事のなかに「グローバル・スタンダード」という言葉はほとんどない，
技術標準としてのグローバル・スタンダードの概念はあるものの，経済・経営改革に関するキ
ーワードとしては和製英語ではないかとの説も出てきた'・.
グローバル化が国際関係にもたらす影響について，国際政治経済学者スーザン・ストレンジ
(1923-1998)は初めて国家の権威の衰退と非国家的権威へのパワーの拡散について論じた汽彼
女は国家を超える権威としてテレコミュニケーション，保険ビジネス，巨大監査法人，国際カ
ルテル，国際官僚，マフィアを取り上げ，「国家によるテレコミュニケーションの管理は，技
術革新・需要拡大・規制緩和によって80年代後半から衰え，将来は一握りのメガ・キャリアが
世界の通信ビジネスを支配することになる．…・・ITU（国際電気通信連合）では，各国政府代表
(l) グレン・フクシマ著「2001年，日本は必ずよみがえる」（文芸春秋， 99年6月）参照．なお通信技
術標準の場合，通常米国規格と欧州規格がある．初めての世界標準である次世代携帯電話
IMT2000標準についても日欧のW-CDMAと米国のcdma2000両規格ができた．
(2 l S.Strange著‘、TheRetreat of the State : Diffusion of the Power in the World Economy" C.U.P.1966, 
桜井公人訳「国家の退場」岩波書店． 1998年．
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が列席する全権委員会議（いわゆる総会）は形式的なもので，規制や標準を定める作業部会や委
員会で私企業が「専門的助言者」として重要な役割を果たしてきた」とする．
また，「超国家企業(TNC)が単なるオブザーバー資格ではなく，投票権を与えられるのに時
間はかからない」との見方を紹介している．事実， ITUはミネアポリスで開催された第15回総
会(98.10.12-11.9)で民間セクターにより大きな役割を与える改革の方向を決定した．日本人と
して初めて選出された内海事務総長は，テレコム99(99年10月）で「ITUは産業界の支持なくし
て次世代コミュニケーションヘの影響力を維持できない」と述べ＇，情報通信企業経営者委員
を含むITU改革諮問会議(ReformAdvisary Panel : RAP)を設置した．
3.情報通信技術の標準化ーGIiに関する標準
情報通信技術の標準化の歴史を振り返ると，今世紀初めに電話網の欧朴1内接続から技術標準
化が生まれ，第二次大戦後は世界ダイヤル網構築を目標に国際標準が整えられてきた．コンピ
ュータは別個に世界商品として市場競争の中で発展し，事実上の標準を生み出してきた．それ
が80年代以降の通信・情報処理融合のプロセスで重なりあって通信分野でも標準が多様化し，
国際共同開発コンソーシャムが結成されたり，標準化フォーラム活動が展開されたりして，今
日の複雑な体制に至っている．
Gil（世界情報通信基盤）の範囲が広汎にわたるため， Gilに関する標準は，分野別・地域別に
活動してきた通信・情報処理・インターネット・放送などの標準化組織が関連して，緊密な協
カ体制の下で研究されている．
活動の核である国際電気通信連合標準化委員会(ITU-T)では， SG13が95年7月から検討を開
始し， 98年6月に三つの基本勧告， YlOO(GIIの概要）， YllO(GIIの原則とフレームワーク・ア
ーキテクチャ）， Yl20(GIIの発展シナリオ記述方法）を決定勧告化した．技術分野ごとの標準
化は主管するSGと対応する下記のような標準化組織の諸活動で進められる（図3参照）．
ISO /IEC JTCl：国際標準化機構・国際電気標準会議合同専門委員会l
情報技術に関する共通基盤的な部分の国際標準化を担当．
ATM Forum : ATM（非同期転送モード）フォーラム
ATMを使ったLANの普及・促進を図る業界団体．ハード／ソフトのベンダー
が参加する大規模組織で多数の実装仕様を検討中．
Frame Relay Forum：フレームリレー・フォーラム
フレームリレー技術の進展を目的とした非営利民間団体．
TINA-C：電気通信情報ネットワーキングアーキテクチャー・コンソーシャム
インテリジェント・ネットワーク (IN)を推進する国際団体．目的は「グローバル
(3) 「内海のCEOシンクタンクがITUを変える」 CommunicationsWeek Int'! No.232 (9.10.4.) 
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な規模で異なるネットワーク技術を許容しつつ，
るためのアーキテクチャーを作成」である．
マルチメデイアサービスを提供す
＼ 
図3.GIiに関する標準化組織
TMF：テレ・マネジメント・フォーラム（旧NetworkManagement Forum) 
OSI（開放型システム間相互接続）のネットワーク管理機能を開発するために結成され
た組織
IEEE802：米国電気電子技術者協会802委員会
IEEEがLANの標準化を目的に設けた委員会．米国以外からも参加し，
際標準を事実上定めている．
OMG：オプジェクト・マネジメント・グループ
LANの国
オプジェクト指向技術の普及と標準化を図る非営利団体．もともとはHP社のユーザ
インタフェースNewWaveの研究・普及を目的にユーザ企業が設立した組織だが，現
在は対象をオブジェクト指向技術全般に拡大し，業界標準のOMAやCOREAを定めて
いる．
IErF ：インターネット・エンジニアリング・タスク・フォース
インターネットの標準化組織．個人のオープン参加で仕様を検討してきたが， 98年か
らはITU-Tと連携して活動している．
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W3C:WWWコンソーシャム
IETFを補佐しWWWプラウザー／サーバー技術の標準化を進めている団体． MITと
CERNが主催し大手ベンダーも参画している．
DAVIC：ディジタル音声・映像協議会
ビデオ・オン・デマンド(VOD)の技術仕様を決める業界団体． 95末にSTB(SetTop 
Box)やビデオサーバーのプロトコル等を規定した1.0版を公開した後，ケー
プルモデムの仕様などを策定．
ETSI (TIPHON)：欧州電気通信標準化協会(Telecommunicationsand Internet Protocol 
Harmonization over Networks) 
インターネットによる音声通信と PSTN/ISDN/GSM通信ネットワークと
の関係を検討するため設置されたETSIプロジェクト．最終的にIPネット
ワークの標準化を目指す．
日本では，電信電話技術委員会(TTC)が95年3月にタスクグループを設置し，日本の
Gil/NII標準化を推進している． TIC標準の考え方として，下位レイヤは公的標準に準拠し，
上位レイヤはフォーラムやコンソーシャムで作成された仕様の普及動向を見極めて， TIC標
準とすべきか判断するとしている． ITU-Tに対しては， TICのGil特別専門委員会(96年4月設置）
と郵政省電気通信標準化委員会Gil分科会が合同で対応している．
IPネットワーク化，モバイル・インターネット，デイジタル・メディア革命の時代には，情
報通信システムは，ユーザが端末（人間が感知し得る情報を電気信号に変換・復元する機能），
伝送路（信号を迅速に転送する機能），情報装置（入出カ・蓄積・変換する機能）などを選択して
使うため，プロバイダーはシステムやサービスを要素，装置，部品などに分解して提供しなけ
ればならない．このようなアンバンドリング型標準化では，特にユーザ感覚に敏感で，戦略性
とオープン性が求められる．
4.電子商取引の国際的な枠組み
4. 1 電子商取引政策の背景
1970年代以降工業製品国際競争力の低下と貿易収支の赤字に悩む米国は，これを通信とコン
ピュータの比較優位で埋め合わせる情報化戦略をとってきた． 80年代からは国内通信で成功し
た自由化を国際通信に広げ，また国際情報通信サービスの自由な展開を求めて，日欧各国との
2国間交渉やGATIなどの多国間交渉で努力を重ねた末， 90年代に入ってWT()のサービス貿易
自由化の枠組みにおいてほぽ目的を達した．
冷戦後の米国戦略思想は，例えば「米国の情報上の優位」 'I'に端的に示される．「…••知識
(4) JS.Nye,Jr.and W.A,Owens‘、Arnerica1sInformation Edge" Foreign Afairs, March/ April 1996. 
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は従来言われてきた以上に力である．情報革命を最高にリードした国はどの国よりも強くなる．
予見できる将来において，それは米国である． ・・軍事力と経済力で明白な力を持つ米国は，
情報上の優位により国際関係の主導権を維持する新しい道を開くことができる．•…••」
情報化戦略は久しいが， 92年大統領選のキャッチフレーズ「情報スーパーハイウエイ」は新
鮮で，それをNII構想に発展させ，さらに広げてGIi構想とし，遠い先のB-ISDNに代えて米国
生まれのインターネットを世界にアピールするまで3年足らず．それからオープン・低コス
ト・グローバルなインターネットが産業界に登場し，閉鎖的電子ネットワークで継続的取引の
み行ってきた企業家をひきつけて，あらゆる商取引をコンピュータ・ネットワークで行う「電
子商取引(EC: Electronic Commerce)」のビジョンが生まれ，その実現のため産業界と各国・
国際機関はEC関連制度・政策の検討と国際的調整に取り組むこととなった（図4 「電子商取引
関連制度の国際的ルールづくり」参照）．
EU 
欧州電子商取引イ：シ7ティプ（97.4.)
域内電子商取引の法的側面指令(2000.5)
その他
OECD閣僚会議第1回(97.11)
閣僚会議第2回(98.10)
消費者保護がイドうイン(99.12)
WIPO電子商取引・知的財産7ヤうム(99.9)
米国
日本
グローバルな電子商取引の枠組み(97.7)
日米電子商取引共同声明(98.5)
高度情報通信社会推進に向けた基本方針(98.11)
高度情報通信社会推進に向けた基本方針
アークション・プラン一(99.4)
図4.EC関連制度の国際的ルー）レづくり
4.2 米国の取り組み
米国政府が発表した「グローバルな電子商取引の枠組み」 (97年7月）は下記のとおりの原
則と課題をを掲げている．
5原則 ①民間セクターの主導
②ECに対する不必要な規制の回避
③予見可能，最小限，首尾一貫，簡明な法的環境
④インターネットの特性を認識せよ
⑤グローバル・ベースによる促進
9課題 ①関税・税制 インターネット自由圏の確立，
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②電子決済システムの非規制
③ECに関する統一商法典の制定
④知的財産権保護 WIPO著作権条約の批准促進
⑤プライバシー保護 民間部門の努力を支援せよ
⑥セキュリティ 民間部門の努力を支援せよ
⑦通信の規制緩和・情報技術の自由な発展
⑧コンテンツは業界の自律で，技術的解決(filtering,blocking)の促進
⑨技術標準化は市場主導で
米国の取り組みは民間主導主義なので，政府が特に悩むのは関税・課税と著作権問題である．
クリントン政権は「電子商取引非課税」に熱心で，バーミンガム・サミット (98.5.15-17)の際
に日米首脳会談を行い， WTOで検討中は関税を課さない旨を含む以下のとおりの「日米電子
商取引共同声明」を発表した．
一民間主導で取引慣行を確立．不必要な規制を避け，民間ガイドラインによる自主規制
を奨励．
ー電子商取引の貿易側面に関するWTOの包括的作業に積極参加．この間，関税は賦課
しなし‘•
ーさまざまな認証方法・技術や法的枠組みの開発を支持．
一個人情報処理に伴うプライバシー保護は各産業で検討．
ー自由な情報流通を妨げる貿易障壁は回避．有害，違法な特定情報のフィルタリング・
システムを利用可能に．
ー電子商取引の基盤に関する特許の国際的保護は取引進展に不可欠．
ー政府間の政策調整を実施．二国間論議を専門家レベルで継続する．民間部門やWTO,
OECDでも緊密に協力．
ところが，非課税問題解決のため「インターネット取引自由法」を制定し(98年11月），イン
ターネットヘの課税を3年間凍結して新課税ルール案を2000年4月までに作成することとしたと
ころ，国内税制についてオンラインビジネスヘの非課税と通信販売での課税の公平性，連邦・
市・郡など7,500もの課税主体が存在する米国税制の複雑性などから紛糾し，スケジュール通
りに解決できそうもない情勢である．
WIPO著作権条約の批准に関しては，ディジタルミレニアム著作権法(DigitalMillenium 
Copyright Act : DCMA)」によって著作権法を改正し(98年10月）， WTO条約が要請するコピー
防止装置・コピー防止技術の破壊，暗号解読装置や暗号解読サービスなどを製造・販売・輸入
する行為を禁止して，コンピュータ・ソフトウエア，デイジタル映像，デイジタル音楽，デイ
ジタル・ゲームソフトなどのディジタル著作物の権利保護を図ることとして， WIPO条約を批
准した(99年9月）．
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4.3 EUの取り組み
EUは米国に先んじて「欧州電子商取引イニシアティブ」を制定し(97.4.15)，①グローバル
市場へのアクセスの保証，②有利な規制の枠組みの創造，③有利なビジネス環境の促進を目
標に鋭意検討してきた結果， EC委員会が「域内電子商取引の法的側面に関する指令案」を採
択のうえ (98.11.18) 欧 Jヽ11議会と欧J•li 理事会に送り，修正意見付き承認を得て指令案を修正し
(2000.2.29)，最終的に理事会が「電子商取引の法的側面指令」を採択した(2000.5.4).
EU電子商取引指令の中心課題
①サービス提供の本拠地
国境を越える経済活動では，紛争を生じたときの裁判管轄権，どの国の規制に従うかの準
拠法を定めるのに，事業者の場所の定義が重要である． EU指令では，電子商取引を行う事
業者が本拠を置く加盟国の法律に従うことを原則とした．つまり，外国にサーバーを置く者
も本指令の適用対象とする．
②商業通信（広告，ダイレクトマーケティング）
広告宣伝などの商業通信は電子商取引サービスの本質的部分であり，有用性を明らかにし
て促進しなければならない．本指令は消費者の信頼と公正な取引を確保するため，透明性・
不明瞭な勧誘メールの禁止措置・専門職での扱いなど）レールを明確化する条件を規定した．
③オンラインによる契約の締結
電子商取引はオンライン環境に適合しない形式その他の条件により制約されては発展し得
ないので，加盟国の制度的調整が必要である．本指令で電子的契約の扱いを定めたが，指令
案における契約成立原理（到達主義）は削除した．
④仲介者の責任
電子商取引の発展促進のため，仲介者（第三者の情報を蓄積し発信するサービス・プロバ
イダー）に過度の責任を負わせないよう，関係者の利害調整のバランスをとり協力してオン
ライン不法行為の危険を減らす措置をとることとした．
⑤権利の行使
電子商取引において何らかの権利侵害が発生したときの救済措置について， EUは新ルー
ルの制定よりも既存ECルール・各国法制の貫徹により実効的紛争解決を整備することを旨
とした．
なお，「電子商取引の法的側面指令」は，課税問題，特に情報通信サービスにかかる付加価
値税，「EU個人データ保護指令」 (95年10月）や「EU電気通信個人データ保護指令」 (97年12月）
が対象とする個人データ保護問題・通信傍受問題には適用せず，また，電子商取引規制に関し
加盟国に予算措置を義務づけるものではない．
EU電子商取引指令の主要条文
第1条 目的と範囲
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本指令は情報通信サービスの移動を保証するための法的枠組みを創出することを目的とす
る．適用範囲から別途検討中の課税分野，個人情報保護，独禁法対象事項などを除く． ． 
第2条定義
サービス・プロバイダーとは域内に固定設備をもって継続して経済活動を行う者をいう．
第4条発信地免責主義
発信国の事業者が発信国の法律に合致したメッセージを送信した場合は，たとえ受信国の
法令等に違反していたとしても，発信地国は責任を問われない．ただし，マイノリティや
人間の尊厳の保護，消費者保護，公衆の健康保護に関する場合は免責されない．
第6条 商業通信に関する情報提供
商業通信は明瞭に確認できるものでなければならず，商業通信を行う者の身元，値引き・
賞金・景品付きプロモーション，懸賞広告などは公式に認定された条件に合致しているこ
とが容易に確認できなければならない．
第7条 自発的商業通信
加盟国は受信者が不明確な勧誘メールを受けることのないよう措置しなければならない．
第8条規制業種
弁護士，会計士などの規制業種については自治に委ねられるが，広告宣伝ルールに照らし
て開示すべき情報が専門職団体の行動準則に反映されるべきである．
第9条電子的契約の扱い
加盟国は契約が電子的手段によって締結できるような法制を確保するものとする．電子的
手段による締結であることを理由に契約の無効を主張できないようにすること．
第11条 請求行為（指令案でのタイトル「契約の成立時期」を変更）
（画面のクリックによる）請求があった場合，サービス・プロバイダーは申込者の請求の
受領を遅滞なく確認しなければならない．請求と受領確認は当事者がアドレス先にアクセ
スできたときに受信されたものとする．
第12条単純な接続，第12条キャッシング，第13条 ホスティング
仲介者としてのサービス・プロバイダーの責任を制限するため，それぞれの行為と免責／
有責の条件を詳細に規定．
第15条傍受義務の禁止
加盟国はプロバイダーに伝送または蓄積する情報を監視する一般的義務を課してはならな
い．加盟国ば情報通信サービス・プロバイダーが主管当局に言われた不法行為やービス利
用者からの情報を告知する義務を負わせることができる．
第17条 法廷外での紛争解決
加盟国はサービス・プロバイダーと利用者間の紛争に当たって裁判以外の方法による救済
の道も開くこと．
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4.4 その他の国・国際機関の取り組み
OECD 
OECD（経済協力開発機構）は電子商取引に関する閣僚会議を2年連続して開催した． 97年11
月19-21日にフィンランドのツルクで開催した第1回国際フォーラム「グローバル電子商取引へ
の障壁の解体」では課税，プライバシー，消費者保護，電子認証の4項目について検討するこ
とを決め， 98年10月7-9日にカナダのオタワで開催した第2回国際フォーラム「ポーダーレス・
ワールド，グローバル電子商取引の可能性を発揮する」では， 4項目に関する閣僚宣言とアク
ションプランを採択した．
グローバル・ネットワークにおけるプライバシー保護に関する閣僚宣言は， 1980年のプライ
バシー保護ガイドラインに集約した原則が全てのメディアにおけるプライバシー保護の国際的
基盤であること，また，各国が協力し，民間セクターともどもオープンなグローバル・ネット
ワーク環境を実現すべきことと認識し，プライバシー保護の重要性を再認識した．
電子商取引関連消費者保護についての閣僚宣言は，電子商取引にかかわる消費者に対する電
子化トランザクションの透明かつ有効な保護確保の必要性を明らかにした．
電子商取引の認証に関する閣僚宣言は，適正さを欠く認証方法が行われないよう，電子商取
引を妨げる技術やメディア条件があれば改めるよう，主管大臣が努めることを規定した．
課税問題に関しては，参加閣僚は電子商取引関連税制の枠組みに関する報告書を了解し，提
起された検討方法を確認した．報告書の結論としては， OECD税務当局は現段階の電子商取引
には現行税制の原則が通用すると信じている．
アクションプランは4項目についての残された課題のほか，電子商取引のための情報インフ
ラの改善，利益極大化の経済・社会的条件についての調査研究を挙げている．
98年4月から制定作業が行われてきた「消費者のための電子商取引ガイドライン」が予定ど
おり99年12月に完成した．同ガイドラインは消費者の信頼なくして電子商取引の可能性は発揮
されないとして，従来，企業情報ネットワーク発展の過程で積み上げられてきた消費者保護関
連制度・慣行を透明性と情報開示を重点に集約したもので，①公正なビジネス・広告・マー
ケティング慣行，②オンライン情報開示，③財・サービス関連情報の扱い，④支払い，⑤紛
争処理・救済などについて具体的に勧告している．勧告事項の要点は以下の通りである．
①電子商取引を行う事業者は，欺睛的， ミスリーディング，詐欺的又は不公正と見られ
る表示をしたり， しなかったり，また慣行に従事してはならない．事業者・製品・サ
ービスに関する情報は明白，歴然，正確でアクセスし易いものでなければならない．
事業者は広告やマーケティングについて規定した方針や慣行を守り，グローバルな電
子商取引の規制について承知していなければならない．一方的になされる商業メール
を受け取りたくないとする消費者の請求は尊重されるべきである．
②消費者が取引についての情報を知った上で購入の選択ができるように（インフォームド
チョイス），取引期間，条件，納入，費用に関する情報は十分に提供されるべきであ
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る．
③消費者は購入前に対象製品やサービスを正確にチェックし，キャンセルできる機会を
与えられるべきである．
④事業者は安全な支払い方法を提供し，その安全レベルに関する情報も提供すべきであ
る．
⑤消費者苦情については，公正でタイムリーな救済への道が不適切な費用や負担なく提
供されるべきである．政府は，電子商取引を利用する消費者が一般と同等の保護を受
けているか，現行法制を評価しなければならない．
OECDは政府，産業界，消費者団体が国毎に，また国際的に協力して，一般大衆が消費者保
護法制を一層認識するようガイドラインを実行に移すことを勧告している．
WIPO 
WIPO（世界知的所有権機構）は，「電子商取引と矧的財産権に関する国際会議」を開催し(99
年9月，ジュネープ），以下の通りの「WIPOデイジタル化の課題」を設定した．
①WIPOその他の手段によるIP情報の入手，グローバルな政策形成，電子商取引を活用す
る機会などを通じて，開発途上国の参加を拡大する．
②2001年12月までにWIPO著作権条約(WCT: WIPO Copyright Treaty)とWIPO実演レコー
ド条約(WPPT:WIPO Perlormances and Phonograms Treaty)を発効させる．
③電子商取引を実現するため， 0WPPT原則の音楽・映像実演者への拡大， 0放送権の
ディジタル時代への適応，〇データベース保護の国際的手段の進展などにより，国際
法制の枠組み調整を促進する．
④ルールと相互信頼による現実界とネットワーク界の同定者(identifiers)の両立性の達成
及びドメイン名システム (DomainName System: DNS)と知的財産権の間の矛盾の除去
により， ドメイン名付与に関するWIPO最終報告(99年5月発表）の勧告を実現する．
⑤適当な時期に国際レベルにおいて，一般的責任ルールと両立しその枠組みで機能する
オンライン・サービス・プロバイダー(OSP)の知的財産権責任を確立する．
⑥グローバル経済においてグローバルな手段により知的財産の活用を図り，公共の利益
を増進し，ユーザが希望する場合は，電子著作権管理システムの相互運用・相互接続
性を考慮した具体的システムや文化遺産のディジタル表現を提供する．
⑦「特許協力条約システム」「国際商標登録マドリッド・システム」「工業デザイン・ハ
ーグ協定」等の国際アプリケーションのオンライン整理・管理手続を導入・開発する．
⑧国際級文化その他ディジタル資産の管理を改善する現実的手段の必要性を研究し，．
ディジタル資産世界免許に対するモデル手続・様式， 0電子的文書の認証，〇適切な
知的財産標準・手続に従ったウェプ・サイト認可の導入などの望ましさと効力を調査
することによって，必要性にタイムリーかつ効果的な方法で応える．
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⑨その他登場してきた電子商取引関連知的財産権問題を研究し，関連する規範を開発す
る．
⑩IPに影響する横の問題，特に電子的契約の妥当性や裁判権，における国際的地位を他
の国際機関と調和して形成する．
WIPOのドメイン名付与に関する研究は，米国のDARPA（国防総省高等研究計画局） •NSF 
（全米科学財団）． IANA(InernetAssigned Name Authority, インターネットアドレス部門） •N-
SI (Network Solution Inc.）などインターネット関連組織が設立した (96年）「国際アドホック委
員会(InternationalAd Hoc Committee : IAHC)」が出した「一般トップ・レベル・ドメイン名
に関する覚書(gTIDMemorandum of Understanding)」（97)における呼び掛けに応じて行われ
たものである．
インターネットの特徴の一つは権威と管理の中心がないことで，プロトコルの標準化もユー
ザのIETF(Inernet Engineering Task Force)直接参加による意思決定方式をとっているが，
DNS(ドメイン名とそれに対応する数字アドレスを管理するシステム）は最重要の機能を果た
すものとして権威的である． DNSは永ら <DARPA,NSFの委託と援助によりIANAとNSIが行
ってきたが，インターネットの商業利用と国際化に伴いこの政府支援のやり方を再検討する必
要が生まれてIAHCが設立され，それが民営化完全競争／フランチャイズ方式／公的信託方
式／独占方式などの代替え案を検討した結果，公的信託方式をとり，インターネット関連団体
はITU,WIPO, INTA(INtemational Trademark Association，国際商標協会）などの国際機関と
連合して政策を決めるべきだとの覚書を答申した(97年2月）． gTLDMoUグループはITUを署
名保管人に指定して賛成署名を集めるとともに， ドメイン名登録代行業者（レジストラ，
Registrar)を88社選定し， レジストラ協議会(CORE)まで設立したが，米国政府はヨーロッパ
色の濃いIれ］の関与を嫌い， DNSに関する独自提案として「インターネットの名前およびアド
レスに関する技術的管理の改革案(GreenPaper)」を発表(98年1月）， インターネットの管理を
民間に移行し国内的・国際的に多元化することを認めたものの， gTLDMoUを無視した詳細案
を出した．そこで「米国中心のインターネット・ガバナンス（自律的統治）の押し付け」との不
信感・反米感情も生まれたが，米国政府はGreenPaperに寄せられたコメントを取り入れ，役
員構成やgTLDの追加数を新法人に委ねるなど修正案(WhitePaper)を提案して収拾した(98年
6月）．商標権紛争の解決方法についても米国政府が定める代わりにWIPOに検討を要請し，そ
の結果を新法人の理事会にかけることとした．新法人ICANN(The Internet Corporation for 
Assigned Names and Numbers, インターネットアドレス協会）の役員が選任され(98年10月），
米国商務省 •NSI との3者で「ドメイン名管理の民間組織移管に関する最終合意」が成立し新
体制が発足した(98年11月）．
レジストラNSIが独占してきた「．com」「.org」「.net」の登録業務にも新規参入が可能にな
り，レジストラは2000年5月までに124社に達してICANNの財政的基盤が固まってきた． NSIは
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特権放棄の代償を得てドメイン名管理データベース「Whois」を開放し，世界のレジストラは
Whoisにアクセスできるようになっている．インターネットの急速な普及に伴いアドレス数字
の桁数を伸ばす準備が進められでいるが， ICANNは例えば「．law」などトップ・レベル・ドメ
イン名を増やすことを検討中で， EUも「．EU」創設の協議を初めている．
日本
日本では，基本原則から具体的課題に至る政策研究を前提とする米国やEUと違って，海外
事情調査，各省庁と業界の個別的調査研究，実証実験を重ねるアプローチが主で，あらかじめ
基本政策を鮮明に打ち出さないまま，日米電子商取引共同声明(99年5月）の例に見る通り，米
国の主張に同調する姿勢が先行し事後的に日本政府方針を決定することが多かった．
98年11月にECの“制度的・技術的環境整備に向けた国際貢献”を含む「高度情報通信社会
推進に向けた基本方針」が決定され， 99年4月に当面の四つの目標（①電子商取引推進の環境
整備，②公共分野の情報化，③情報リテラシーの向上，④ネットワーク・インフラの整備）
を掲げ，電子商取引推進の環境整備について，以下の通りの10課題を列挙したアクションプラ
ンが発表された．
①電子認証 電子署名の効力に係る法的基盤の確立など
②プライバシー保護 個人信用情報／個人医療情報の保護•利用の在り方
③違法・有害コンテンツ対策 ISPの自主規律，フィルタリング・システム等
④消費者保護 民間におけるガイドラインの制定
⑤セキュリティ・犯罪対策 不正アクセス対策法制，ハイテク犯罪対策強化
⑥電子決済・電子マネー 通信の安全．信頼性向技術の開発，法的環境整備
⑦知的財産権 著作権法および不正競争防止法の一部改正
⑧税•関税 OECD租税委員会／WIPOの作業計画に基づく検討
⑨取引制度 電子商取引に関するルールづくり
⑩ドメインネーム DNS不足への対応，紛争処理手続の明確化
アジア金融・経済危機を乗り越える経験からASEAN十日中韓首脳会談が開かれば99年11月）
の機会に， ASEANlOカ国のネットワーク・インフラ整備計画「e-ASEAN構想」の拡大ととも
に，アジア域内の電子商取引に関する消費者保護や紛争処理の統一ルールづくりが課題として
浮上しつつある．
5.情報に関する権利保護の国際的枠組み
5. 1 個人情報保護
通信・情報処理における個人情報保護については，歴史的に西欧や日本では通信の秘密とデ
ータ保護の二本立てで，米国ではプライバシー保護を軸に法制化され，個人情報の国際流通に
伴い統一的枠組みが課題となってOECD「プライバシー保護と個人データの国際流通について
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のガイドラインに関する理事会勧告」 (1980年9月）が設定された．このガイドラインは，プラ
イバシー保護について 8原則（収集制限・データ内容・目的明確化・利用制限・安全保護・公
開・個人参加・責任）を定め，国際流通について4原則（データ移転への配慮•安全確保・保
護規制の相互主義・過度の規制の排除）を定めている．一方，同時期に欧州評議会(Councilof 
Europe: CE)でも「個人データの自動処理に関する個人の保護のための条約」が採択され，よ
り厳しい個人データ移転原則を含むため注目される．
その後グローバル化とディジタル化に伴う見直しが行われ， EUでは「個人データ保護指令」
(95年10月）と「電気通信個人データ保護指令」 (97年12月）が出され，米国で連邦通信法第222
条に顧客情報の取扱い規定が追加された(96年2月）．
個人情報保護の国際的枠組みでは，相手国が同等の保護規定を持たない場合に越境データ流
通を禁止する措置が自由な流通の観点から問題となり，自由なら良いといっても保護レベルの
低い国はデータ処理アウトソーシング業がやり易い「データ・ヘイプン(DataHaven,避難港）」
として非難の対象になる． 95年の「EU個人データ保護指令」第25条は加盟国に対し“十分な
レベルの保護措置を講じていない第三国への個人データの移転を禁止する規定を期限付きで
（指令が発効する98年10月24日まで）義務付けた'’ため，米国はEUの越境流通制限を非難しEU
は米国をデータ・ヘイプン呼ばわりして，米国EU間の外交問題となった．期限を超えて協議
が行われた結果，プライバシー保護自治主義の米国として，各業界団体が個人情報を保護する
7原則を作成し，その遵守を宣言する企業にはEUが個人情報の送信を認めると言う方向が打ち
出され，商務省がこれを指針化した(99年4月）．一方， EUも保護法制が必ずしも同一でな<,
政府と中立でデータ保護の監視に当たるコミッショナーの同意も得る必要があり，域内各国に
拘束力ある「データ・ヘイプン回避制度」を整えるのに時間がかかり (2000年3月），制度が実
際に動き出すのはおよそ2000年秋と言われる．本件は電子商取引時代の個人情報保護・越境流
通両立化のモデルの意義があり，日本にも影響が及ぶものである．
日本ではかねて「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」（略称「個人
情報保護ガイドライン」 91年9月），「発信者情報通知サービスの利用における発信者個人情報
保護に関するガイドライン」（略称「発信者IDガイドライン」 96年11月），「サイバービジネス
に係る個人情報保護に関するガイドライン」 (97年12月）が策定されてきたが，従来の5原則（収
集の制限，利用・外部提供の制限，適正管理，個人参加，責任の明確化）では， EU指令の要件
を満たさないため，個人情報ガイドラインに各種情報の取扱い（通信履歴，利用明細，発信者
個人情報，位置情報，不払い者情報，電話番号情報）が追加された(98年10月）．しかし， EU電
子商取引指令制定やデータ・ヘイプン米欧協議の取り組み，また，コンテンツ規制と不正アク
セス対策などを勘案して「情報基本法」制定の方向が打ち出され，本格的検討が課題となって
いる（郵政省「電気通信分野における個人情報保護法制の在り方に関する研究会中間報告， 99
年11月」参照）．
情報が政治・経済・社会的な価値だけでなく，生活情報・娯楽や遊びなど生活の利便性，企
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業経営に不可欠な要素，企業秘密や知的財産などの財産的価値などに拡散しているとき，情報
を総合的に捉えて法制化することは大事業である．
5.2 コンテンツ規制と不正アクセス対策
インターネット普及に伴い猥褻情報の頒布や他人の誹謗中傷と言った違法又は有害な情報の
流通が，世界中で大きな社会問題となってきた．各国それぞれの対応のなかで「現実社会で違
法なものはネットワーク上でも違法」との共通認識が生まれ，実効性あるルールづくりへ向け
国際的合意の形成が課題になっている．
米国ではサーバーの対する侵入・破壊行為を厳しく取り締まり，ネットワークを使った猥褻
情報の提供や「風説の流布」の規制が行われてきた．プリントメデイアは自由で，放送及び通
信に対しては「猥褻な(obscene)情報と下品な(indecent)情報」を区別して規制する米国特有
の枠組みに基づくものである．ところが， インターネットの普及に伴い「下品な情報」に対す
る未成年者アクセスヘの対応が問題となり， 96年連邦通信法改正に組み込まれた通信品位法
(The Communications Decency Act)は言論の自由に触れるとして違憲判決を受けたが，「子ど
ものオンライン保護法(TheChildren's Online Privacy Protection Act)」が成立し(98年10月），
その厳格審査の合憲性が裁判で争われている． EUでは「インターネット上の違法・有害なコ
ンテンツに関する報告書(96.10.16)」に基づき加盟国の法整備が進められた．
日本では，郵政省が97年12月に「インターネット上の情報流通ルールについて」を発表した
（① ISPの法的責任の規定は慎重に検討， ISPの自主的対応に期待，② ISPによる情報削除や契
約解除は電気通信事業法の解釈で可能，③会員情報開示を判断する第三者機関の設置）．警察
庁は，インターネット利用の猥褻画像 •CR-ROM販売を取り締まるため， 98年3月に「風俗営
業等の規制及び業務の適正化に関する法律」（風営法）改正を提案し成立させた．
コンピュータに対する破壊行為やコンピュータを手段とする犯罪行為については，従来各国
法制に任せられてきたが，“ハイテク犯罪＂の登場・増加に伴い「国際組織犯罪対策に関する
リオン・サミット」 (96年4月）以来，デンバー・サミット (97年6月），バーミンガム・サミット
(98年5月）と首脳会議，司法・内務閣僚会議を繰り返す国際的取り組みが行われている．日本
では，ネットワーク上の有害情報への対処はフィルタリング・ソフト等の技術依存と犯罪対策
（犯罪捜査のための通信傍受に関する法律の制定）を柱としてコンテンツに対する法的規制には
慎重であり，「不正アクセス行為の禁止等に関する法律」 (99年8月成立， 2000年2年月施行）に
よる他人のパスワードの提供禁止など入口的対応にとどまっている．
5.3 著作権保護
ディジタル著作物（デイジタル信号の形態でネットワーク上を流通する著作物）は，コビーが
容易で劣化しない，一部改変も簡単で，インターネットを通じて世界全域に流通する．従来の
著作権侵害は捜査機関や真正権利者の目を盗んで狭いエリアで「こそこそと」違法コピーを拡
散しているに過ぎなかったが，インターネットでは事情が異なる．インターネット社会では，
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情報の共有を理想とし望む者には誰にでもソフトウエアの再利用とコピーを許す気風もある．
インターネット上の著作権侵害について，国際的紛争を強制力をもって世界的に統一解決する
機関は存在しない．そこでディジタル信号の利点が悪用されないよう暗号システムやセキュリ
ティ機能と課金機能をもつ電子的著作権管理システム (ECMS)が登場してきた．
デイジタル化時代に向けた著作権の国際的枠組みづくりは， 91年からWIPOで「ベルヌ条約
議定書」の改訂が検討され，米国の「知的所有権とNIIに関する予備的レポート」 (94年7月）
EUの「情報社会における著作権および関連権」 (95年7月）をめぐる討譲の後， 96年12月に新た
なWIPO著作権条約とWIPO実演・レコード条約が採択された．この新条約では，コンピュー
タ・プログラムの保護，データベースの保護が，商業的貸与権，公衆への伝達権，写真の著作
物の保護期間拡大，実演家の権利，コピープロテクション解除などの禁止，権利・管理情報改
ざんの禁止などについて，各国が著作権法を整備する旨を定めている．
日本では， WIPO新条約に対応して著作権法が一部改正され(97年6月改正， 98年1月施行），
著作者に公衆送信権，実演家・レコード製作者に送信可能化権が規定された． 99年6月の改正
は，著作権一般に譲渡権という権利を認めてその範囲を明確にし，コピープロテクト等の規定
を整備した．
6.おわりに
情報関連制度・政策に対するグローバル化の影響を捉えることは，国際関係論の広大なフロ
ンティアーに拡散する恐れがあり，ディジタル化の影響を捉えることは，政策は技術ビジョン
依存になり勝で，制度は個人・ビジネス・コミュニティの自治と実体法のパッチングに陥り易
く，本稿も本格的研究へ向け今後のフォローアップが必要である．
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